
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業改良普及費
	事業名: 活力ある新産地づくり支援事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　普及企画係　電話番号：058-272-1111（内2844）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：7,300千円（前年度予算額：7,300千円）

	事業内容


	１　要求の内容


　農業従事者の減少・高齢化や農業所得の減少等により、地域農業の活力が低下する中、地域の特徴を活かした農産物による「活力ある新産地づくり」を推進し、地域農業の振興を図る。

（１）産地育成プロジェクトチーム活動の展開
　普及指導員、関係機関担当者等によるプロジェクトチームを設置し、産地戦略会議を総合的に支援する。

（２）産地戦略会議の設置
　農業者をはじめ市町村、ＪＡ等関係機関による産地戦略会議を設置し、新たな農産物による「産地育成計画」を策定するとともに産地育成の体制づくりを行う。
（３）各地域における産地育成に向けた支援活動の展開
・新品種、新技術の導入に向けた実証ほの設置・調査
　・栽培技術の確立、栽培マニュアルの策定
　・農業所得向上のための経営改善の実施
  ・産地収益力向上のための6次産業化の推進
（４）試験研究機関との連携強化による新技術の開発
　　　 栽培の歴史が浅い品目における技術的な課題を早期に解決するために、試験研究

機関の試験研究を促進させる。

（５）専門家を活用した販売力等の強化
販売等に関する専門家との連携により、単価の向上、ブランド管理の強化に向けた戦略の構築を促進する。
	２　所要経費


(１)実証ほの設置費等新産地づくりにかかる経費　5,750千円
(２)新産地づくりに必要な技術開発費　300千円
(３)新産地づくり活動の公用車の燃料費　1,250千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	7,300


	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,300



	要求額
	7,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,300

	２月1日時点
査定額
	7,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,300

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
平成27年度までに販売額1億円の品目を新たに育成する。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	新たに育成する品目数

	０
（H22）
	１
（H23）
	（H  ）
	（H  ）
	１１
（H27 ）
	９％


	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

【普及指導員による新技術の確立・向上】

　・　栽培等マニュアルの作成・改定

　・　実証ほ及び展示ほの設置（品種試験、新技術実証、、収量・品質向上）

　・　栽培研修会の開催

【新規栽培者の確保】

　・　栽培見学・展示・体験の実施、募集PRチラシ等の作成

【試験研究機関による開発力の強化】

　・　ブロッコリーの作期拡大の技術確立、夏秋いちごの育種、飛騨黄金(輪菊)との組み合わせ栽培品目の選定、宿儺かぼちゃの疫病対策


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成22年度以降の取組により、９品目で販売金額が増加している。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	・地域の特性を活かした新たな品目の育成は、地域活性化につながるため事業の必要性が高い。
・新たな品目の育成には、栽培等の技術と地域内の調整が必要であり、普及指導員が中心となって産地づくりを進めることが必要である。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○

	各地域で策定した産地づくりの指針となる「産地育成計画」に沿った活動が展開されており、販売金額が着実に伸びている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○

	　普及指導員が現場の状況を把握した上で必要な経費を算定しており、効率化は図られている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
計画どおりに販売金額が増加していない品目では、改めて課題を整理し、産地拡大に向けた戦略を構築する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

産地育成計画に沿って、引き続き産地づくりに取り組む。



